
主担当部局（長）名
地域振興部長　山下 保典 

※は数値の低い方が良くなる指標

戦略目標

①経常収支比率（市町村平均）全国ワースト10から脱却します。（H27年度経常収支比率（市町
村平均）：全国44位）
②市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国
平均：95.5％）
③市町村職員の定員・給与の適正化を支援します。

目
標

市町村税徴収率（市町村平均）を全国平均まで引
き上げます。（H26年度：奈良県94.0％、全国平均：
95.5％）

成
果

県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整理に取り
組む協働徴収や市町村職員を県に受け入れ徴収
技術の習得を図るなどの取組により、市町村税徴
収率（市町村平均）は年々上昇しています。

２．戦略目標達成に向けた進捗状況

奈良県・市町村長サミット

１．政策目標達成に向けた進捗状況

目
標

市町村が取り組む行財政改革を県が支援するこ
とにより、市町村財政の健全化を図ります。

成
果

市町村の財政健全化の取組や適正な職員数につ
いて助言を行うなど、県内市町村の行財政改革の
推進等の支援に取り組みましたが、平成28年度の
県内市町村の経常収支比率は、地方消費税交付
金や普通交付税の減少等により、前年度と比べて
3.9ポイント上昇しました。
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市町村の地域課題を解決するため、県と市町村、市町村間の連携・協働
の取組等の積極的な支援を行い、奈良県を元気にします。 

目指す姿 

・県と市町村の連携が進み、平成 年度は 町村と「まちづくり包括協定」を締結し、「まちづくり包括協定」締

結市町村は 市町村・ 地区となりました。
・平成 年 月に、市町村職員の給与について、行財政等担当課長会議を開催し、市町村向けの説明を行う
とともに、市町村ごとに実態調査とヒアリングを実施し、適正化を進めました。
・県職員を市町村に派遣し、ともに滞納整理に取り組む協働徴収や市町村職員を県に受け入れ徴収技術の
習得を図るなどの取組により、市町村税徴収率（市町村平均）は年々上昇しています。

主な成果

Ⅵ 市町村への支援 
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主担当部局（長）名
くらし創造部長　桝田 斉志

成
果

ボランティア活動者への学習会等の支援に継続し
て取り組んだことにより、総合ボランティアセンター
を活動拠点として利用しているＮＰＯ等の会員団
体数が平成29年度で912件となり、平成29年度目
標の900件を上回りました。

２．戦略目標達成に向けた進捗状況

戦略目標

①平成29年度までに、総合ボランティアセンターでのボランティア・ＮＰＯ等の活動支援のための
相談件数を1,100件にします。（H26年度：833件）
②平成29年度までに、総合ボランティアセンター会員団体数を900件にします。 （H26年度：837
件）
③平成29年度までに、県及び市町村での「行政とＮＰＯ等との協働推進事業数」を1,250件にしま
す。（H26年度：957件）

目
標

平成29年度までに、総合ボランティアセンター会員
団体数を900件にします。 （H26年度：837件）

１．政策目標達成に向けた進捗状況

災害ボランティアの活動

目
標

成
果

ＮＰＯ等との協働・連携事業の充実を図ったことか
ら、平成29年度の行政とＮＰＯ等との協働推進事
業数は、県実施分は204件、市町村実施分は
1,078件、合計1,282件となり、前年度と比べて
7.6％増加しました。

県及び市町村と企業・学校・自治会・ＮＰＯ等の
様々な主体との協働を推進し、取組団体を増加さ
せます。（H28年度行政とＮＰO等との協働推進事
業数：1,192件）

県民自らが、地域課題の解決を図るため様々な主体が取り組む活動

（地域貢献活動）に積極的に参画するとともに、それぞれの主体が連

携・協力することで、くらしの向上を実現します。（各主体：ボランティア・

ＮＰＯ、自治会、事業者、学校、行政等） 

目指す姿 

・災害ボランティア養成講座で、被災地での災害ボランティア活動の心得等についての講義と演習を通じた

養成研修を行っており、平成 年 月には、修了者が東日本大震災の被災地を訪問し、復興支援に向けた

ボランティア活動を行いました。

・事業報告書等が未提出となっているＮＰＯ法人を対象に、督促回数を増やすなどの指導監督を強化した結

果、未提出のＮＰＯ法人数が減少しました。また、 年以上にわたって事業報告書等が未提出となっているＮ

ＰＯ法人に対しては、設立の認証取消を行い、制度の信頼性向上を図りました。

主な成果

Ⅴ 協働の推進 
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